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平成２９年（２０１７年）１０月４日 

区 民 委 員 会 資 料 

環境部ごみゼロ推進担当 

（第５４号議案） 
 

中野区廃棄物の処理及び再利用に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

目次 目次 

 第１章 （略）  第１章 （略） 

 第２章 再利用等による廃棄物の減量  第２章 再利用等による廃棄物の減量 

  第１節・第２節 （略）   第１節・第２節 （略） 

  第３節 区民の減量義務（第２１条・第

２２条） 

  第３節 区民の減量義務（第２１条・第

２２条） 

  第４節 集団回収（第２２条の２―第２

２条の６） 

 

 第３章～第８章 （略）  第３章～第８章 （略） 

 附則  附則 

   第１章 総則    第１章 総則 

    第１節 通則     第１節 通則 

第１条 （略） 第１条 （略） 

 （定義）  （定義） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

２ この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

 ⑴～⑷ （略）  ⑴～⑷ （略） 

 ⑸ 集団回収 第２２条の２第４項に規

定する集団回収実践団体による再利用

を目的として集団回収対象廃棄物（再利

用が可能な家庭廃棄物のうち中野区規

則（以下「規則」という。）で定める廃

棄物をいう。以下同じ。）を回収する活

動をいう。 

 

    第２節～第４節 （略）     第２節～第４節 （略） 

   第２章 再利用等による廃棄物の減

量 

   第２章 再利用等による廃棄物の減

量 

    第１節 区長の減量義務等     第１節 区長の減量義務等 

第９条～第１１条 （略） 第９条～第１１条 （略） 

 （集団回収による再利用の促進のための支

援） 
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第１１条の２ 区長は、集団回収による再利

用を促進するため、第２２条の２第４項に

規定する集団回収実践団体として同条第

１項の規定による登録を受けた団体に対

し、規則で定める必要な支援を行うことが

できる。 

 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

    第２節 事業者の減量義務     第２節 事業者の減量義務 

第１３条～第１６条 （略） 第１３条～第１６条 （略） 

 （事業用大規模建築物の所有者等の義務）  （事業用大規模建築物の所有者等の義務） 

第１７条 事業用の大規模建築物で規則で

定めるもの（以下「事業用大規模建築物」

という。）の所有者は、再利用の促進等に

より、当該事業用大規模建築物から排出さ

れる事業系一般廃棄物を減量しなければ

ならない。 

第１７条 事業用の大規模建築物で中野区

規則（以下「規則」という。）で定めるも

の（以下「事業用大規模建築物」という。）

の所有者は、再利用の促進等により、当該

事業用大規模建築物から排出される事業

系一般廃棄物を減量しなければならない。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

第１８条～第２０条 （略） 第１８条～第２０条 （略） 

    第３節 （略）     第３節 （略） 

    第４節 集団回収  

 （集団回収を行う団体の登録等）  

第２２条の２ 集団回収を行おうとする団

体は、規則で定めるところにより、あらか

じめ、区長に申請し、その登録を受けなけ

ればならない。 

 

２ 前項の規定による登録は、次に掲げる全

ての要件を満たす団体で、集団回収を行う

団体として区長が適当と認めるものにつ

いて行うものとする。 

 

 ⑴ 区内に存する地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２６０条の２第１項に

規定する地縁による団体その他地域の

団体であること。 

 

 ⑵ 営利を目的とする団体でないこと。  

 ⑶ 規則で定める世帯数以上の世帯で構

成される団体であること。 

 

３ 前項の規定にかかわらず、第５項（第１

号に限る。）の規定により登録を取り消さ

れた団体のうち、その取消しの日から５年

を経過しない団体については、第１項の規
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定による登録を受けることができない。 

４ 第１項の規定による登録を受けた団体

（以下「集団回収実践団体」という。）が

集団回収により回収した集団回収対象廃

棄物の収集及び運搬を委託するときは、次

条第４項に規定する集団回収事業者に委

託しなければならない。 

 

５ 区長は、集団回収実践団体が次の各号の

いずれかに該当するときは、規則で定める

ところにより、第１項の規定による登録を

取り消すことができる。 

 

 ⑴ 偽りその他不正の手段により、第１項

の規定による登録を受け、又は第１１条

の２の規定による支援を受けたとき。 

 

 ⑵ 第２項に規定する登録の要件に該当

しなくなったとき。 

 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、区長が特

に必要があると認めるとき。 

 

 （集団回収対象廃棄物の収集運搬を行う事

業者の登録等） 

 

第２２条の３ 集団回収実践団体から委託

を受けて、集団回収により回収された集団

回収対象廃棄物を収集し、及び運搬しよう

とする資源回収等を業とする事業者は、規

則で定めるところにより、あらかじめ、区

長に申請し、その登録を受けなければなら

ない。 

 

２ 前項の規定による登録は、法第７条第５

項第４号イからヌまでの規定及び第５７

条第１項第２号アからキまでの規定のい

ずれにも該当しない事業者で、集団回収に

より回収された集団回収対象廃棄物を収

集し、及び運搬する事業者として区長が適

当と認めるものについて行うものとする。 

 

３ 前項の規定にかかわらず、次項（第４号

を除く。）の規定により登録を取り消され

た事業者のうち、その取消しの日から５年

を経過しない事業者については、第１項の

規定による登録を受けることができない。 

 

４ 区長は、第１項の規定による登録を受け  
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た事業者（以下「集団回収事業者」という。）

が次の各号のいずれかに該当するときは、

規則で定めるところにより、同項の規定に

よる登録を取り消すことができる。 

 ⑴ 偽りその他不正の手段により第１項

の規定による登録を受けたとき。 

 

 ⑵ 第２項に規定する登録の要件に該当

しなくなったとき。 

 

 ⑶ 区民の信頼を著しく損なう行為をし

たとき。 

 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、区長が特

に必要があると認めるとき。 

 

 （集団回収集積場所の指定等及び表示）  

第２２条の４ 集団回収実践団体は、集団回

収により回収する集団回収対象廃棄物を

集積するための場所を定め、当該場所を区

長に申し出なければならない。 

 

２ 区長は、前項の規定による申出を受けた

ときは、当該場所を台帳に記録し、保管す

るものとする。 

 

３ 集団回収実践団体は、集団回収を行うと

きは、前項の規定により区長が台帳に記載

した場所（以下「集団回収集積場所」とい

う。）に規則で定める事項を表示するもの

とする。 

 

 （集団回収集積場所に集団回収対象廃棄物

を排出する場合の一般廃棄物処理計画の

遵守義務） 

 

第２２条の５ 土地又は建物の占有者（占有

者がない場合は、管理者とする。次章、第

７２条及び別表において「占有者」とい

う。）は、集団回収集積場所に集団回収対

象廃棄物を排出するときは、第３０条に規

定する一般廃棄物処理計画に従わなけれ

ばならない。 

 

 （集団回収対象廃棄物の収集運搬車両にお

ける集団回収事業者であることを証する

書類の掲示義務） 

 

第２２条の６ 集団回収事業者は、集団回収

実践団体からの委託に基づき、集団回収に
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より回収された集団回収対象廃棄物の収

集及び運搬を行うときは、規則で定めると

ころにより当該集団回収事業者に対し区

長が交付した集団回収事業者であること

を証する書類を当該収集及び運搬に当た

り使用する車両の見やすい箇所に掲示し

なければならない。 

   第３章 廃棄物の適正処理    第３章 廃棄物の適正処理 

    第１節・第２節 （略）     第１節・第２節 （略） 

    第３節 一般廃棄物の処理     第３節 一般廃棄物の処理 

第３０条・第３１条 （略） 第３０条・第３１条 （略） 

 （一般廃棄物処理計画の遵守義務等）  （計画遵守義務等） 

第３２条 占有者は、その土地又は建物内の

家庭廃棄物（集団回収により回収される集

団回収対象廃棄物を除く。）を可燃物、不

燃物等に分別し、各別の容器に収納して所

定の場所に持ち出す等一般廃棄物処理計

画に従わなければならない。 

第３２条 土地又は建物の占有者（占有者が

ない場合は、管理者とする。以下この章、

第７２条及び別表において「占有者」とい

う。）は、その土地又は建物内の家庭廃棄

物を可燃物、不燃物等に分別し、各別の容

器に収納して所定の場所に持ち出す等一

般廃棄物処理計画に従わなければならな

い。 

２ （略） ２ （略） 

 （区長等以外の者による家庭廃棄物の収集

又は運搬の禁止等） 

 （収集又は運搬の禁止） 

第３２条の２ 前条第１項に規定する所定

の場所のうち規則で定める場所に置かれ

た家庭廃棄物であって、再利用を目的とし

て分別された規則で定める廃棄物は、区長

若しくは区長からあらかじめ当該家庭廃

棄物の収集及び運搬の委託を受けた事業

者以外の者が収集し、又は運搬してはなら

ない。 

第３２条の２ 前条第１項の規定により所

定の場所に持ち出された家庭廃棄物のう

ち再利用を目的として分別された物は、区

長以外の者が収集し、又は運搬してはなら

ない。 

２ 区長は、前項の規定に違反して同項の廃

棄物を収集し、又は運搬した者に対し、同

項の廃棄物を収集し、又は運搬しないよう

命ずることができる。 

２ 第２１条の集団回収等により区民が持

ち出した再利用の可能な物は、当該区民が

指定する者以外の者が収集し、又は運搬し

てはならない。 

３ 区長は、前項の規定による命令を受けた

者がその命令に従わなかった場合におい

て必要があると認めるときは、その旨を公

表することができる。 

 

４ 区長は、前項の規定による公表をしよう  
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とするときは、あらかじめ、当該公表され

るべき者にその理由を通知し、その者が意

見を述べ、証拠を提示する機会を与えなけ

ればならない。 

 （集団回収事業者以外の者による集団回収

対象廃棄物の収集又は運搬の禁止等） 

 

第３２条の３ 集団回収により集団回収集

積場所に置かれた集団回収対象廃棄物は、

集団回収実践団体からあらかじめ当該集

団回収対象廃棄物の収集及び運搬の委託

を受けた集団回収事業者以外の者が収集

し、又は運搬してはならない。 

 

２ 区長は、前項の規定に違反して同項の集

団回収対象廃棄物を収集し、又は運搬した

者に対し、同項の集団回収対象廃棄物を収

集し、又は運搬しないよう命ずることがで

きる。 

 

３ 区長は、前項の規定による命令を受けた

者がその命令に従わなかった場合におい

て必要があると認めるときは、その旨を公

表することができる。 

 

４ 区長は、前項の規定による公表をしよう

とするときは、あらかじめ、当該公表され

るべき者にその理由を通知し、その者が意

見を述べ、証拠を提示する機会を与えなけ

ればならない。 

 

第３３条～第４３条 （略） 第３３条～第４３条 （略） 

 （準用）  （準用） 

第４４条 第３１条第１項、第３２条、第３

２条の２及び第３５条から第３７条まで

の規定は、事業系一般廃棄物の処理につい

て準用する。 

第４４条 第３１条第１項、第３２条及び第

３５条から第３７条までの規定は、事業系

一般廃棄物の処理について準用する。 

    第４節 産業廃棄物の処理     第４節 産業廃棄物の処理 

第４５条・第４６条 （略） 第４５条・第４６条 （略） 

第４７条 第３１条、第３２条、第３２条の

２、第３７条、第３９条、第４０条及び第

４３条（第３８条の規定に違反したことに

よる改善命令等に係るものを除く。）の規

定は、一般廃棄物と併せて処理する産業廃

棄物の処理について準用する。 

第４７条 第３１条、第３２条、第３７条、

第３９条、第４０条及び第４３条（第３８

条の規定に違反したことによる改善命令

等に係るものを除く。）の規定は、一般廃

棄物と併せて処理する産業廃棄物の処理

について準用する。 
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    第５節・第６節 （略）     第５節・第６節 （略） 

   第４章～第７章 （略）    第４章～第７章 （略） 

   第８章 罰則    第８章 罰則 

 （罰則）  （罰則） 

第７６条 次の各号のいずれかに該当する

者は、２００，０００円以下の罰金に処す

る。 

第７６条 次の各号のいずれかに該当する

者は、２００，０００円以下の罰金に処す

る。 

 ⑴ （略）  ⑴ （略） 

 ⑵ 第３２条の２第２項（第４４条及び第

４７条において準用する場合を含む。）

の規定による命令に違反した者 

 

 ⑶ 第３２条の３第２項の規定による命

令（集団回収対象廃棄物のうち規則で定

める廃棄物に係る命令に限る。）に違反

した者 

 

 ⑷～⑹  ⑵～⑷ 

第７７条～第８０条 （略） 第７７条～第８０条 （略） 

   附 則 （略）    附 則 （略） 

別表 （略） 別表 （略） 

  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、平成３０年１月１日から施

行する。 

 

 （経過措置）  

２ この条例の施行の際現に区長が別に定

めるところにより再利用を目的として再

利用が可能な廃棄物を自主的に回収する

活動（以下「集団回収」という。）を実践

する団体として区長の登録を受けている

団体は、改正後の第２２条の２第１項の規

定による登録を受けた団体とみなす。 

 

３ この条例の施行の際現に区長が別に定

めるところにより集団回収により回収さ

れた廃棄物を収集し、及び運搬する事業者

として区長の登録を受けている事業者は、

改正後の第２２条の３第１項の規定によ

る登録を受けた事業者とみなす。 

 

  

 


